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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 1,104 △21.3 △109 ― △133 ― △138 ―

21年3月期第2四半期 1,402 ― △252 ― △262 ― △237 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 △12,068.10 ―

21年3月期第2四半期 △20,691.56 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 1,334 △96 △7.2 △8,386.92

21年3月期 1,749 42 2.4 3,667.48

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  △96百万円 21年3月期  42百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年3月期 ― 0.00

22年3月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 3,100 2.6 120 ― 82 ― 62 ― 5,412.01
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  無  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、４ページ【定性的情報・財務諸表】３．連結業績予想に関する定性的情報をご覧ください。  

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 11,462株 21年3月期  11,462株

② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  6株 21年3月期  6株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 11,455株 21年3月期第2四半期 11,456株
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 当第２四半期連結累計期間においては、在庫調整の進展や政府の景気浮揚策により景気悪化に下げ止まりの兆

しがみられましたが、依然として厳しい経済環境が続いております。 

 当社グループにおいては、上半期は案件を受注するための商談や提案活動期間であり、当上半期も提案活動を

積極的に展開しております。 

 しかし、依然として顧客側でIT投資に対する決断・決裁が遅れる傾向が見られ、下表のように受注高及び受注

残高(脚注に記載した従来ベースの受注残高)は、全体として前年同期を下回る結果となりました。 

 ただし、システムコンサルティング事業においては、下記受注残以外に商談中の案件が数多く存在しており、

厳しい受注環境下においては引合い状況は比較的良好であると考えております。 � 
  
＜参考：第２四半期の比較受注実績＞ 

(注)システムコンサルティング事業におけるシステム保守については、従来、受注残高に含めておりませ

んでしたが、第１四半期連結会計期間において受注残高を集計する体制が整備されたため、第１四半

期連結会計期間より受注残高に含めております。なお、当第２四半期末の受注残高に含まれるシステ
ム保守の金額は152百万円であり、従来ベースの受注残高は、コンサルティング事業部が249百万円(前

年同期比139.8％)、セグメント合計が472百万円(前年同期比93.4％)であります。 
  

このような状況の中、当第２四半期連結累計期間における売上高は1,104百万円(前年同期比21.3％減)、営業損

失は109百万円(前年同期は営業損失252百万円)、経常損失は133百万円(前年同期は経常損失262百万円)、四半期

純損失は138百万円(前年同期は四半期純損失237百万円)となりました。 

なお、営業損益が前年同期比142百万円改善し、赤字幅が大幅に縮小しておりますが、この主な要因は、システ

ムインテグレーション事業において大幅な収益改善により赤字幅が前年同期比51百万円改善したこと、並びに放

送・映像システム開発・製造・販売事業において人員の削減、製造工程の見直し及び開発の効率化等により赤字

幅が前年同期比102百万円改善したことによるものであります。 
 � 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 
 � 

①システムコンサルティング事業 

 システムコンサルティング事業においては、引き続き厳しい受注環境が続いており、新規の大口案件を受注で

きていないことから前年同期比で大幅な減収となりました。 

営業損益については、外注費の削減や稼働率の改善による収支改善を図りましたが、大幅な減収となったこ

と、並びに前年同期は高採算のプロジェクトが比較的多かったこと等により前年同期比で減益となりました。 

 以上の結果、売上高は398百万円(前年同期比24.5％減)、営業損失は15百万円(前年同期は営業利益10百万円)と

なりました。 � 
 � 

②システムインテグレーション事業  

システムインテグレーション事業においては、受注高が前年同期比79.2％の水準となり、厳しい受注環境にあ

るものの、受注済み案件を着実に納品した結果、大幅な増収となりました。 

営業損益については、前年同期比では稼働率が高く、高採算のプロジェクトが比較的多かったこと、並びに前

年同期は収支の悪化したプロジェクトが発生していたこと等により大幅な増益となりました。 

 以上の結果、売上高は334百万円(前年同期比15.8％増)、営業利益は49百万円(前年同期は営業損失10百万円)と

なりました。 
 � 

③放送・映像システム開発・製造・販売事業  

放送・映像システム開発・製造・販売事業においては、主要顧客である放送局の業績悪化等により前年同期よ

り厳しい受注環境となりました。また、前下半期に実施した人員削減等の諸施策により事業規模が縮小している

影響もあり、受注高が前年同期比74.6％の水準となり、売上高は前年同期に対して大幅な減収となりました。 

営業損益については、人員削減等による人件費の減少及び稼働率の改善、並びに製造工程の見直しや開発の効

率化等により、大幅な減収となったにもかかわらず営業損益が102百万円改善し、大幅な増益となりました。 

 以上の結果、売上高は168百万円(前年同期比47.1％減)、営業損失は23百万円(前年同期は営業損失126百万円)

となりました。  � 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

事業の種類別セグメントの名称 

受注高 受注残高 

当第２四半期 
連結累計期間 
(百万円) 

前年同期比 
(％) 

当第２四半期末 
(百万円) 

前年同期比 
(％) 

システムコンサルティング事業  340  51.8  401  225.0

システムインテグレーション事業  235  79.2  42  38.5

放送・映像システム開発・製造・販売事業  217  74.6  173  83.5

放送・映像システム保守事業  303  82.6  6  71.6

合計  1,097  68.0  624  123.4
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④放送・映像システム保守事業  

放送・映像システム保守事業においては、主要顧客の業績悪化等により厳しい受注環境となりました。保守及

び修理の受注高が前年同期比82.6％の水準となり、売上高は前年同期に対して大幅な減収となりました。 

営業損益については、減収による利益への影響を最小限にするため、業務効率化等によるコスト削減に努めま

したが、売上減少の影響を挽回することができず減益となりました。 

 以上の結果、売上高は307百万円(前年同期比16.3％減)、営業利益は11百万円(前年同期比49.8％減)となりまし

た。 

   

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前期末と比べ414百万円減少し、1,334百万円となりました。主な増

減要因は、売上債権の回収等による受取手形及び売掛金の減少(279百万円減)、有利子負債の返済等による現金及

び預金の減少(286百万円減)、並びにプロジェクト進捗に伴う仕掛品の増加(148百万円増)であります。 

 �負債は、前連結会年度末と比べ276百万円減少し、1,430百万円となりました。主な増減要因は、有利子負債の

返済に伴う借入金の減少(255百万円減)であります。 

 �純資産は、前連結会計年度末と比べ138百万円減少し、△96百万円となりました。主な増減要因は、四半期純損

失の発生(138百万円)であります。 

  

 当第２四半期連結累計期間の業績は、下表の通り当初計画を下回る結果となりましたが、売上時期が下期に期

ズレした案件が数件あり、これを考慮すると概ね当初計画通りに進捗していることから、平成21年５月15日の決

算短信で発表いたしました連結業績予想に変更はございません。 
  
 � ＜参考：第２四半期連結累計期間の業績（単位：百万円）＞  

  

 該当事項はありません。  

   

 該当事項はありません。  

  

・受注制作のソフトウェアの売上高及び売上原価の計上基準の変更 

 受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第

１四半期連結会計期間に着手したプロジェクトから、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成

果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、そ

の他のプロジェクトについては工事完成基準を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

 当社グループは、前連結会計年度において、234,927千円の大幅な営業損失を計上し、当期純損失が253,702

千円となりました。さらに、当第２四半期連結累計期間において、109,980千円の営業損失を計上し、四半期

純損失が138,240千円となった結果、当第２四半期連結会計期間末において96,072千円の債務超過となってお

ります。 

 � また、当社グループの有利子負債は1,117,600千円と連結総資産の84％を占め、手元流動性に比して高水準

にあります。 

 � 当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく、８ページ【定性的情報・財務諸表】５．四半期連結財務諸表(４)

継続企業の前提に関する注記に記載した対策を講じ、当該状況の解消または改善に向け努めてまいります。 

 � しかし、財務等に関する対応策は関係者との協議を行いながら進めている途上であるため、現時点では継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成

しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

２．連結財政状態に関する定性的情報

３．連結業績予想に関する定性的情報

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益  

 当初予想  1,150 △85  △108  △118  

 実績  1,104 △109   △133 △138  

 誤差(実績－予想)  △ 46 △ 24   △ 25 △ 20  

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

（４）継続企業の前提に関する重要事象等
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 282,991 569,552

受取手形及び売掛金 316,420 596,220

商品及び製品 8,997 7,909

仕掛品 221,779 73,753

原材料及び貯蔵品 68,970 70,234

その他 84,491 87,820

貸倒引当金 △1,006 △1,858

流動資産合計 982,644 1,403,632

固定資産   

有形固定資産   

土地 184,781 184,781

その他（純額） 70,867 76,953

有形固定資産合計 255,648 261,734

無形固定資産 10,437 10,229

投資その他の資産 86,029 74,003

固定資産合計 352,116 345,966

資産合計 1,334,760 1,749,598

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 119,577 172,186

短期借入金 802,046 1,101,200

未払法人税等 7,460 3,017

賞与引当金 10,326 10,536

受注損失引当金 13,484 9,800

その他 132,898 133,872

流動負債合計 1,085,794 1,430,613

固定負債   

長期借入金 315,554 272,000

その他 29,484 4,974

固定負債合計 345,038 276,974

負債合計 1,430,832 1,707,587

純資産の部   

株主資本   

資本金 347,810 347,810

資本剰余金 338,485 338,485

利益剰余金 △780,624 △642,383

自己株式 △1,161 △1,161

株主資本合計 △95,490 42,750

評価・換算差額等   

為替換算調整勘定 △582 △739

評価・換算差額等合計 △582 △739

純資産合計 △96,072 42,010

負債純資産合計 1,334,760 1,749,598
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（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 1,402,203 1,104,047

売上原価 1,174,668 841,674

売上総利益 227,534 262,373

販売費及び一般管理費 480,298 372,354

営業損失（△） △252,763 △109,980

営業外収益   

受取賃貸料 3,220 3,080

受取手数料 － 1,044

還付消費税等 853 －

その他 1,441 892

営業外収益合計 5,515 5,017

営業外費用   

支払利息 12,889 27,111

その他 2,326 1,218

営業外費用合計 15,215 28,329

経常損失（△） △262,463 △133,292

特別利益   

貸倒引当金戻入額 989 852

賞与引当金戻入額 9,184 －

退職給付引当金戻入額 31,201 －

その他 438 －

特別利益合計 41,813 852

特別損失   

投資有価証券評価損 1,506 －

その他 263 －

特別損失合計 1,770 －

税金等調整前四半期純損失（△） △222,419 △132,440

法人税、住民税及び事業税 10,657 5,799

法人税等調整額 3,965 －

法人税等合計 14,622 5,799

四半期純損失（△） △237,042 △138,240
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △222,419 △132,440

減価償却費 10,617 8,555

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,386 △209

受注損失引当金の増減額（△は減少） 33,200 3,684

退職給付引当金の増減額（△は減少） △39,724 －

支払利息 12,889 27,111

売上債権の増減額（△は増加） 429,950 279,799

たな卸資産の増減額（△は増加） △58,948 △147,849

仕入債務の増減額（△は減少） 27,654 △52,608

未払消費税等の増減額（△は減少） △31,124 2,406

その他 58,584 336

小計 215,292 △11,214

利息及び配当金の受取額 209 82

利息の支払額 △11,711 △24,432

法人税等の還付額 － 10,064

法人税等の支払額 △67,289 △3,592

営業活動によるキャッシュ・フロー 136,500 △29,091

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △200 △10,000

定期預金の払戻による収入 900 －

有形固定資産の取得による支出 △7,707 △917

有形固定資産の売却による収入 685 －

無形固定資産の取得による支出 △5,120 △1,406

その他 △345 490

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,788 △11,834

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △36,000 △300,000

長期借入れによる収入 － 80,000

長期借入金の返済による支出 △35,600 △35,600

自己株式の取得による支出 △236 －

配当金の支払額 △189 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △72,025 △255,600

現金及び現金同等物に係る換算差額 10 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 52,698 △296,560

現金及び現金同等物の期首残高 189,675 569,552

現金及び現金同等物の四半期末残高 242,373 272,991
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（４）継続企業の前提に関する注記

当第２四半期連結累計期間 

（自 平成21年４月１日  

  至 平成21年９月30日） 

 当社グループは、前連結会計年度において、234,927千円の大幅な営業損失を計上し、当期純損失が253,702千円と

なりました。さらに、当第２四半期連結累計期間において、109,980千円の営業損失を計上し、四半期純損失が

138,240千円となった結果、当第２四半期連結会計期間末において96,072千円の債務超過となっております。 

また、当社グループの有利子負債は1,117,600千円と連結総資産の84％を占め、手元流動性に比して高水準にありま

す。 

当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく、次のような対策を講じ、当該状況の解消または改善に向け努めてまいりま

す。 

１．収益基盤の強化 

昨今の経済環境下において民需が冷え込む中、政府の景気対策予算が各地方自治体に配分され、各地方自治体が、

それらの有効的活用に向け、業務プロセスのIT化、IT関連での雇用創出を推進しております。 

当社グループは、2006年より取り組んできた地方自治体向けのコンサルティングの領域を広げることに注力し、地

方自治体向けのコンサルティング収益を大きな柱としてまいります。 

また、昨年立ち上げたクリエイティブブランド「S:III:S」（シーズ）の活動に関して、新世代の携帯電話・モバ

イル端末を活用した情報発信のソリューションなどを中心に、各種実証実験の成果を踏まえ、事業化を推進してまい

ります。 � � 

２．コスト管理の徹底 

外注費の低減(内製化率の向上含む)、役員報酬の減額、プロジェクト収支管理の徹底、並びに旅費等の経費削減等

の諸施策を講じ、収支改善を図ってまいります。 

３．ＹＥＭエレテックス株式会社について 

 有利子負債が増加した原因となった連結子会社のＹＥＭエレテックス株式会社については、人員削減等の諸施策の

結果、当第２四半期は営業黒字化しており、引き続き経営再建策に基づき、業績の改善に努めてまいります。 

４．財務等に関する対応策 

資産の売却・有利子負債の削減等、連結ベースで財務体質の改善に取り組み、限られたリソースをコアな事業に集

中させてまいります。 � 

また、資金調達については、借入れによる調達のほか、機関投資家、事業会社を引受先とするファイナンス(第三

者割当増資や社債等)についても検討してまいります。 � 

 しかし、財務等に関する対応策は関係者との協議を行いながら進めている途上であるため、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

四半期連結財務諸表に反映しておりません。 
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前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

（注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）システムコンサルティング事業：システムコンサルティング売上・ソリューションプロダクト売上 

(2）システムインテグレーション事業：システムインテグレーション売上 

(3）放送・映像システム開発・製造・販売事業：ＯＥＭ売上・自社製品売上・修理・委託業務売上・ 

放送機器用売上 

(4）放送・映像システム保守事業：保守売上 

  

 前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日）  

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

  

 前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日 至平成21年９月30日）  

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。  

 � 

  

 該当事項はありません。 

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

システムコン
サルティング
事業(千円) 

システムイン
テグレーショ
ン事業(千円) 

放送・映像シ
ステム開発・
製造・販売事
業(千円) 

放送・映像シ
ステム保守事
業(千円) 

計（千円） 
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高        

（1）外部顧客に対す

る売上高 
 528,060  187,552  318,478  368,112  1,402,203  －  1,402,203

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 －  101,461  478  －  101,940  △101,940  －

計  528,060  289,014  318,956  368,112  1,504,143  △101,940  1,402,203

営業利益又は 

営業損失(△) 
 10,118  △10,047  △126,072  22,888  △103,113  △149,649  △252,763

 � 
システムコン
サルティング
事業(千円) 

システムイン
テグレーショ
ン事業(千円) 

放送・映像シ
ステム開発・
製造・販売事
業(千円) 

放送・映像シ
ステム保守事
業(千円) 

計（千円） 
消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高        

（1）外部顧客に対す

る売上高 
 398,716  228,807  168,530  307,993  1,104,047  －  1,104,047

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 －  105,803  84  －  105,887  △105,887  －

計  398,716  334,610  168,614  307,993  1,209,935  △105,887  1,104,047

営業利益又は 

営業損失(△) 
 △15,507  49,330  △23,110  11,492  22,205  △132,185  △109,980

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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